
福島第一原発事故被災者の住宅・生活再建プロセスに関する研究
－住情報支援の視点から－

A Study on Process of Housing and Life Restoration of the Fukushima Daiichi Nuclear Accident Victims

-Concerning Housing Information Support-

１．はじめに
１．１．研究の背景と目的
　2011年３月 11日に発生した東日本大震災における
原子力発電所 (以下、原発 )の事故の影響は、長期間に
及び、原発周辺地域の居住は厳しく制限されている（図
１）。2015年 8月 13日現在においても約19万 9千人
注1) が元の居住地を離れ、全国各地で避難生活を送って
いる。福島第一原発事故被災者が住宅や生活を再建する
ためには、家族、仕事、教育、医療、コミュニティなど
に関する様々な問題と向き合い、自ら情報収集し、判断・
行動をしなければならない。しかしながら、原子力災害
からの復旧・復興過程においては、不確定な要因が多く、
被災者の中には居住地選定やその後の生活についての意
思決定に困難を伴う人がいる。
　被災者が住宅や生活を再建する上で、住宅や住まい方
の選択に関わる情報は必要不可欠と考えられる。また、
今回の震災では、長期に及ぶ原子力災害の影響から、「帰
還」か「移住」かの二者択一ではなく、多様な住宅・生

活再建のあり方を尊重した、「長期待避」という選択肢
が不可欠であることが訴えられている。しかしながら、
被災者本人ですら「長期待避」における住宅・生活再建
の具体的な姿を描くことは難しく、そのための支援も十
分とは言えない状況がある。住情報支援に関しても平時
の住情報施策では対応しきれない部分があると考えら
れ、住情報支援にあたり、被災者の生活状況や抱える問
題、また、その心境を把握することは、被災者に寄り添っ
た情報支援をする上で、重要であると考える。
　そこで本研究では、福島第一原発事故被災者に対する
住情報支援の充実を図るため、多様な住宅・生活再建プ
ロセスの可能性を検証し、それに伴い被災者が抱える問
題の構造を明らかにすることを目的とする。なお、ここ
で「長期待避」とは、将来「帰還」するという選択肢を
残したまま、安全な地域で生活する状況を表し、「第三
の道」とも呼ばれる注2)。また、本研究では、住情報を「住
宅の情報に加え、居住地の選定、家族や仕事と住まいの
関係など、住まい方の選択に必要な情報」と定義する。
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　In this study, we intend to clarify the structure of problems that the Fukushima Daiichi 
Nuclear Accident victims faced with in the process of their housing and life restoration. We have 
researched refuges in Kyoto, remote area, and refuges in Fukushima, a local government in 
the disaster-stricken area. We found out that their housing and life restoration has fallen into a 

             
              

judgement. They cannot concretely imagine how to restore their housing and life. In the long 
                

coressponding with their changing situation.
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１．２．既往研究と本稿の位置づけ
　これまで災害からの住宅・生活再建プロセスに関す
る研究としては、木村ら文１）による阪神・淡路大震災
の住まい再建パターンに関する研究、また、竹原ら文２）

による阪神・淡路大震災の住宅・住生活再建プロセスに
関する研究など、この他にも自然災害からの復旧・復興
に関して数多くの研究がなされてきたが、原発事故とい
う特殊な状況下における研究はまだ十分に行われていな
い。特に、全国に分散する避難者の把握が困難であるた
め、恒久住宅への移行期やプロセス全体に関しての検討
が不十分といえる。東日本大震災では、地震・津波と原
発事故が同時に起こっており、その問題構造は極めて複
雑であり、より長期的・多角的な視点で捉える必要があ
る。本研究は、原子力災害からの住宅・生活再建プロセ
スを検討している点、また、住宅・生活再建プロセスに
おける住情報支援に着目して検討している点に特徴があ
る。
１．３．研究の方法と構成
　第２章では、文献調査やヒアリング調査より今回の震
災の特徴を捉え、福島第一原発事故被災者の住宅・生活
再建のプロセスをモデル化、第３章、第４章の実例を用
いた分析の前段階として基礎的検討を行い、議論の枠組
みを固める。第３章では、避難先である遠隔地における
生活の安定を喫緊の課題とする避難者の住宅・生活再建
プロセスについて検討する。第４章では避難元自治体と
の相互関係を踏まえた長期的な住宅・生活再建プロセス
について検討する。第５章では、住宅・生活再建プロセ
スにおける住情報支援のあり方について、これまでの検
討を踏まえ結論を述べる。研究を進めるにあたり、出来
る限り多様な主体に調査の協力を頂き、変化し続ける状

況の把握を試みた（表１）。

２．住宅・生活再建プロセスの基礎的検討注３）

２．１．本研究における生活再建の定義
　生活再建には災害事例や研究の文脈によって様々な定
義が存在するが、原発事故被災者にとっては居住の安定
化が喫緊の課題であることから、本研究では生活再建を
「生活・仕事が成り立っている状態、かつ、震災前と同
程度の安定的な状態」と定義することにする。
２．２．個人の生活・仕事を支える要素の検討（図２）
　個人の生活・仕事（Ｐ）を支える要素として、個人を
取り巻く外的な要素（環境）である社会的環境（Ｓ）と
物的環境（Ｅ）に加え、それら環境との相互関係のなか
で形成されるであろう個人の内的な要素としての精神的
基盤（Ｍ）について検討する。また、住情報支援をはじ
めとする居住支援はこれらの要素を整備する役割を果た
すと捉える。
２．３．原発事故からの住宅・生活再建の特徴（図３）
　地震や洪水などの自然災害においては、元の居住地で
の住宅・生活再建が基本的には可能であり、地域の復興
とともに個人の住宅再建が進むことが多かったと考えら
れる。しかしながら、原発事故では、地域に対する事故
の影響が不透明・不確実であるため避難が広域化・長期
化し、地域の復興と個人の住宅・生活再建を別々に進め
ざるを得ないという状況がある。
２．４．住宅・生活再建プロセスモデルの検討
　元の居住地の状態に関して避難指示の有無、個人の
認識（住めるか否か）に着目すると、4つのパタン（状
態Ⅰ～Ⅳ）がある（図 4）。また、フェーズが変わると、
状態Ⅰは状態Ⅰ、状態Ⅱは状態Ⅰ・Ⅱ、状態Ⅲは状態Ⅰ・

図 1　避難指示区域の概念図
（2014 年 10 月現在）

表１　調査時期・対象・方法
調査時期 対象 方法

2013 年 6 月 京都市への避難者 アンケート調査

　　　 9 月 いわき市役所 ヒアリング調査

仮設住宅住民（いわき市） ヒアリング調査

仮設住宅住民（双葉町町民） ヒアリング調査

双葉町役場 ヒアリング調査

双葉町町民 ヒアリング調査

2014 年 2 月 NPO 団体みんなの手 ヒアリング調査

　　　 7 月 福島県庁 ヒアリング調査

 　　　8月 富岡町役場 ヒアリング調査

福島県居住支援協議会 ヒアリング調査

富岡町 WS ① オブザーバー

ふくしまみんなの住宅フェア 視察

9月 富岡町 WS ② オブザーバー

　　 11 月 富岡町 WS ③ オブザーバー

12 月 富岡町 WS ④ オブザーバー 図２　個人の生活・仕事を支える要素

Ｐ：Person’ s Life & Work
　　個人の生活・仕事

Ｅ：Physical Environment
　　物的環境

個人の財（土地、建物など）
まちの財（インフラなど）
自然環境

Ｓ：Social Environment
　　社会的環境

血縁（家族・親戚）
地縁（町内会・自治体）
それ以外の関係

Ｍ：Mental Basis
　　精神的基盤

帰属意識
愛着

Ⅲ、状態Ⅳは状態Ⅰ～Ⅳになる可能性が考えられる（図
５）。このような地域の状態変化に、個人の居住地、住宅、
家族、職場の分布状況（図６）を重ね合わせると、状態
Ⅰは 180パタン、状態Ⅱは 60パタン、状態Ⅲ・Ⅳは
それぞれ８パタンの個人の生活の状態が考えられ、それ
らがフェーズごとに変化していく。図７はシナリオの一
例である。フェーズ１では、避難指示により対象者が家
族とともに避難先の住宅で生活している。フェーズ２で
は、避難指示が解除され、親戚らは元の居住地に戻り、
対象者自身は元の居住地に強い愛着は感じているものの
「住めない」と認識している状況を示している。フェー
ズ３では、対象者自身も「住める」という認識を持ち、
元の居住地に戻っている。住宅・生活再建プロセスモデ
ルの検討により、より具体的に、個々の多様な住宅・生
活再建のシナリオが明らかになった。

３．遠隔地における住宅・生活再建プロセスの実態‐京
都市への避難者を事例として‐注4）

３．１．調査の背景
　東日本大震災では、みなし仮設制度が積極的に活用さ
れ、遠隔地においても民間住宅や公営住宅の既存ストッ
クを仮設住宅として利用する事例が多くみられる。しか
しながら、原子力災害によって混乱した状況下で、被災
者が自ら判断し行動することは困難であったこと、また、
遠隔地での生活の中で住情報を得ることが困難であるこ
とが予想された。そこで、遠隔地への避難において、住
情報支援が上手く機能していたかを検証する必要がある
と考え、調査を実施した。
３．２．調査の方法と内容
　2013 年 6月、京都市都市計画局住宅課の協力を得
て、京都市で把握している福島県から京都に避難した全
200世帯を対象にアンケート調査を行った。調査票は
ポスティング配布し、郵送回収した。200部のうち 36
部が回収され、その全てを分析対象とする (有効回収率
18.0％）。調査項目は、回答者の基本属性、避難の経緯、
現居住地を決めた際および現在の生活を送る上での住情

図３　福島第一原発事故災害における地域の復旧・
　　　復興と個人の住宅・生活再建プロセスの関係

図４　地域の状態パタン
（凡例は図７と共通）

図６　対象者・家族・住宅・職場
の状態パタン

（凡例は図７と共通） 図５　地域の状態変化パタン
（凡例は図７と共通）

図７　住宅・生活再建プロセスの例

対象者
元の居住地 避難先

家族
元の居住地 避難先

住宅
元の居住地 避難先

職場
元の居住地 避難先
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元の居住地に戻っている。住宅・生活再建プロセスモデ
ルの検討により、より具体的に、個々の多様な住宅・生
活再建のシナリオが明らかになった。

３．遠隔地における住宅・生活再建プロセスの実態‐京
都市への避難者を事例として‐注4）

３．１．調査の背景
　東日本大震災では、みなし仮設制度が積極的に活用さ
れ、遠隔地においても民間住宅や公営住宅の既存ストッ
クを仮設住宅として利用する事例が多くみられる。しか
しながら、原子力災害によって混乱した状況下で、被災
者が自ら判断し行動することは困難であったこと、また、
遠隔地での生活の中で住情報を得ることが困難であるこ
とが予想された。そこで、遠隔地への避難において、住
情報支援が上手く機能していたかを検証する必要がある
と考え、調査を実施した。
３．２．調査の方法と内容
　2013 年 6月、京都市都市計画局住宅課の協力を得
て、京都市で把握している福島県から京都に避難した全
200世帯を対象にアンケート調査を行った。調査票は
ポスティング配布し、郵送回収した。200部のうち 36
部が回収され、その全てを分析対象とする (有効回収率
18.0％）。調査項目は、回答者の基本属性、避難の経緯、
現居住地を決めた際および現在の生活を送る上での住情

図３　福島第一原発事故災害における地域の復旧・
　　　復興と個人の住宅・生活再建プロセスの関係

図４　地域の状態パタン
（凡例は図７と共通）

図６　対象者・家族・住宅・職場
の状態パタン

（凡例は図７と共通） 図５　地域の状態変化パタン
（凡例は図７と共通）

図７　住宅・生活再建プロセスの例

対象者
元の居住地 避難先

家族
元の居住地 避難先

住宅
元の居住地 避難先

職場
元の居住地 避難先
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報ニーズと情報収集実態、現在の生活や住まいの悩み・
不安（自由記入）等である。また、遠隔地避難者へのヒ
アリング調査（2014年２月）により、アンケート調査
結果の補完を試みる。
３．３．避難経緯と家族構成の変化の分析
　強制避難をした（震災発生時、当時の避難指示区域（警
戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域）に居住）
のは、全 36世帯のうち 12世帯であり、残りの 24世
帯は自主避難（震災時、避難指示区域外に居住）であっ
た。また、震災発生時と現在の家族構成の変化から、今
回の震災において、子どもの存在が、遠隔地への避難に
大きな影響を与えている。子どものいる世帯の場合、政
府から避難を強いられない区域であっても、原発や放射
能の影響を恐れて、自主避難を選択する傾向にあったこ
とが推測される。また、全36世帯のうち 11世帯が世
帯分離をしており、避難元と避難先での二重生活により、
経済的負担が増していることが推察される。
３．４．今後の居住意向
　今後の居住意向では、「放射能の除染次第であと何
年かかるかわからないので、どうしたら良いのか決心
が付かない。( 世帯 No.26)」、「わからない ( 同 No.12、
No.16)」など、先の見通しがつかないため、今後の居
住地に関して意思決定ができない状況にある回答者も見
られた。
３．５．住情報ニーズと情報収集実態
　全体に共通してみられる回答とともに、避難行動に特
に影響していると推測される子供の有無別の回答にも着
目し、実態を把握する。ここで、「子ども」は 18歳未
満を指す。

　まず、現居住地を選定する際に欲しいと思った情報（図
８）は、子どもの有無を問わず、「広さ、間取り、設備
など住宅の物件情報」のような不動産情報であったこと
が確認できる。これは、平時の住み替えの時と同様であ
る。次に、現在欲しいと思う情報（図９）は、子どもの
有無を問わず、生計に役に立つ情報、原発事故被害の補
償・賠償、放射線に対する情報が確認できる。一方、子
どものいる世帯に関しては、就労、教育など生活に対す
る支援への関心が確認できる。住情報収集実態（図 10）
については、全体として、情報を集めようとする動きが
みられ、子どものいる世帯の場合、特に情報収集に積極
的であることが推察される。欲しい情報が十分に集まら
ない理由（図11）としては、子どもの有無を問わず、「ど
うやって情報を集めればよいのかわからない」、「必要な
時に欲しい情報が手に入らない」が挙げられており、子
どものいる世帯においては、現在、「情報を集めるのに
かかる時間やお金が負担になる」という回答が見られる。
これは、世帯分離によって、ひとり親が子育てをする環
境に置かれていることが原因のひとつになっていると考
えられる。
３．６．遠隔地避難者の住生活の変化に伴う不安や不満
　アンケートの自由記入欄の記述から、個別の事例に関
して詳細な分析を試み、住生活の変化に伴う不安や不満
を明らかにした。大別すると、「住まい」、「家族・帰省」、「仕
事」、「教育」、「コミュニティ」に関する問題が確認され
た。避難による生活の変化に伴い、個々に抱える問題は
複雑化・深刻化する恐れがあり、遠隔地避難者は避難先
での生活の安定化を当面の課題としている。ヒアリング
調査では、子育て世帯の世帯分離による精神的・経済的

図８　現居住地選定時に欲しいと思った情報

図９　現在欲しい情報 図 11　情報が集まらない理由

図 10　情報収集実態

負担の増加に関する不安・不満や、「いつかは帰りたい」、
「お父さんに会いたい」など故郷や別れて暮らす家族へ
の想いが述べられていた。将来的には、避難元自治体と
の関係を踏まえ、長期的観点から再建のシナリオを描く
ことが望ましいと考えられる。また、住情報支援に関し
ては、「相談窓口の相談員にそれだけの情報や知識があっ
て、当事者の立場で話せるのか」など、住情報支援の相
談員に個々の避難者が抱える問題に対する理解を求める
ことの難しさが指摘された。
３．７．遠隔地避難者の住宅・生活再建プロセスのシナリ
オと課題の検討（図12）
　以上の検討を踏まえ、住宅・生活再建プロセスにおい
て遠隔地避難者の抱える問題の特徴としては「世帯分離
による二重生活」、また、先行きが見えない状態で今後
のシナリオを描けないということが挙げられる。現在世
帯分離している世帯においても、今後の避難指示の変化
や個々の事情により多様なシナリオが想定されるが、二
重生活による経済的負担や精神的負担が大きくなってい
ることが懸念される。
　
４．避難元自治体との相互関係における住宅・生活再建
プロセスの検討‐富岡町町民を事例として‐
４．１．調査の背景
　富岡町は福島県の沿岸部である浜通り地区に位置し、
地震・津波の被害に加え、原発事故に伴い避難指示区域
（帰還困難区域、居住制限区域、避難指示解除準備区域）
が指定された影響により、全町民が避難生活を余儀なく
されている ( 図 13)。2014年８月１日現在、町民は県
外・国外に約４千人、県内に約１万１千人が避難してお
り、役場の機能も郡山市、いわき市、三春町、大玉村に
分散している。まちの将来を見据えることが困難な状況
において、町民一人ひとりの今後の居住意向は様々であ
る。このような状況を受け、富岡町の復興計画において
は、避難の長期化を見据えつつも、「帰還」の選択肢を
残した「第三の道」のあり方、町民に対する具体的な支

援の可能性を探っている。
４．２．調査の方法と概要
　筆者らは主に郡山市で開催されてきた富岡町災害復興
計画（第二次）検討委員会の会議にオブザーバーあるい
は外部委員として参加している。検討委員会は町民から
の公募委員30名と職員委員27名で構成され、平成27
年６月の復興計画策定に向けて、平成26年８月から翌
年２月にかけて計７回のワークショップ（以下、ＷＳ）
を行った。ＷＳではＫＪ法により町民の抱える問題や課
題の本質を捉える試みがなされている。本論文において
は、筆者らが参加した８月から12月の計４回のＷＳで
の検討内容を分析対象とし、住宅・生活再建プロセスの
あり方に関して検討する。
４．３．ワークショップの進め方と検討内容
　ＷＳでは「避難者として抱えている悩み、問題は何か」
というテーマで議論が展開され、「産業再生・創出」、「心
のつながり」、「生活支援」、「情報発信」の４部会に分か
れて課題の掘り下げが行われた。全体会においては、課
題の構造化を図り、長期と短期、両方の観点から課題の
重要度評価（表２）を行った。個人の生活再建の支援と
ともに、町の復興のあり方に関して様々な意見が確認さ
れた。また、富岡町に戻らないとしてもまちと何らかの

図 13　富岡町における避難指示と居住世帯割合
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表２　富岡町ＷＳにおける課題の重要度評価の結果

表３　富岡町ＷＳにおける意見カードの例

（ ）避難 い 、避難 家族 住し、避難 生活

（ ）避難 い 、避難 、 の居住地 避難 地 居住

図12　遠隔地避難者の住宅・生活再建プロセスのシナリオの例
（凡例は図7と共通）
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報ニーズと情報収集実態、現在の生活や住まいの悩み・
不安（自由記入）等である。また、遠隔地避難者へのヒ
アリング調査（2014年２月）により、アンケート調査
結果の補完を試みる。
３．３．避難経緯と家族構成の変化の分析
　強制避難をした（震災発生時、当時の避難指示区域（警
戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域）に居住）
のは、全 36世帯のうち 12世帯であり、残りの 24世
帯は自主避難（震災時、避難指示区域外に居住）であっ
た。また、震災発生時と現在の家族構成の変化から、今
回の震災において、子どもの存在が、遠隔地への避難に
大きな影響を与えている。子どものいる世帯の場合、政
府から避難を強いられない区域であっても、原発や放射
能の影響を恐れて、自主避難を選択する傾向にあったこ
とが推測される。また、全36世帯のうち 11世帯が世
帯分離をしており、避難元と避難先での二重生活により、
経済的負担が増していることが推察される。
３．４．今後の居住意向
　今後の居住意向では、「放射能の除染次第であと何
年かかるかわからないので、どうしたら良いのか決心
が付かない。( 世帯 No.26)」、「わからない ( 同 No.12、
No.16)」など、先の見通しがつかないため、今後の居
住地に関して意思決定ができない状況にある回答者も見
られた。
３．５．住情報ニーズと情報収集実態
　全体に共通してみられる回答とともに、避難行動に特
に影響していると推測される子供の有無別の回答にも着
目し、実態を把握する。ここで、「子ども」は 18歳未
満を指す。

　まず、現居住地を選定する際に欲しいと思った情報（図
８）は、子どもの有無を問わず、「広さ、間取り、設備
など住宅の物件情報」のような不動産情報であったこと
が確認できる。これは、平時の住み替えの時と同様であ
る。次に、現在欲しいと思う情報（図９）は、子どもの
有無を問わず、生計に役に立つ情報、原発事故被害の補
償・賠償、放射線に対する情報が確認できる。一方、子
どものいる世帯に関しては、就労、教育など生活に対す
る支援への関心が確認できる。住情報収集実態（図 10）
については、全体として、情報を集めようとする動きが
みられ、子どものいる世帯の場合、特に情報収集に積極
的であることが推察される。欲しい情報が十分に集まら
ない理由（図11）としては、子どもの有無を問わず、「ど
うやって情報を集めればよいのかわからない」、「必要な
時に欲しい情報が手に入らない」が挙げられており、子
どものいる世帯においては、現在、「情報を集めるのに
かかる時間やお金が負担になる」という回答が見られる。
これは、世帯分離によって、ひとり親が子育てをする環
境に置かれていることが原因のひとつになっていると考
えられる。
３．６．遠隔地避難者の住生活の変化に伴う不安や不満
　アンケートの自由記入欄の記述から、個別の事例に関
して詳細な分析を試み、住生活の変化に伴う不安や不満
を明らかにした。大別すると、「住まい」、「家族・帰省」、「仕
事」、「教育」、「コミュニティ」に関する問題が確認され
た。避難による生活の変化に伴い、個々に抱える問題は
複雑化・深刻化する恐れがあり、遠隔地避難者は避難先
での生活の安定化を当面の課題としている。ヒアリング
調査では、子育て世帯の世帯分離による精神的・経済的

図８　現居住地選定時に欲しいと思った情報

図９　現在欲しい情報 図 11　情報が集まらない理由

図 10　情報収集実態

負担の増加に関する不安・不満や、「いつかは帰りたい」、
「お父さんに会いたい」など故郷や別れて暮らす家族へ
の想いが述べられていた。将来的には、避難元自治体と
の関係を踏まえ、長期的観点から再建のシナリオを描く
ことが望ましいと考えられる。また、住情報支援に関し
ては、「相談窓口の相談員にそれだけの情報や知識があっ
て、当事者の立場で話せるのか」など、住情報支援の相
談員に個々の避難者が抱える問題に対する理解を求める
ことの難しさが指摘された。
３．７．遠隔地避難者の住宅・生活再建プロセスのシナリ
オと課題の検討（図12）
　以上の検討を踏まえ、住宅・生活再建プロセスにおい
て遠隔地避難者の抱える問題の特徴としては「世帯分離
による二重生活」、また、先行きが見えない状態で今後
のシナリオを描けないということが挙げられる。現在世
帯分離している世帯においても、今後の避難指示の変化
や個々の事情により多様なシナリオが想定されるが、二
重生活による経済的負担や精神的負担が大きくなってい
ることが懸念される。
　
４．避難元自治体との相互関係における住宅・生活再建
プロセスの検討‐富岡町町民を事例として‐
４．１．調査の背景
　富岡町は福島県の沿岸部である浜通り地区に位置し、
地震・津波の被害に加え、原発事故に伴い避難指示区域
（帰還困難区域、居住制限区域、避難指示解除準備区域）
が指定された影響により、全町民が避難生活を余儀なく
されている ( 図 13)。2014年８月１日現在、町民は県
外・国外に約４千人、県内に約１万１千人が避難してお
り、役場の機能も郡山市、いわき市、三春町、大玉村に
分散している。まちの将来を見据えることが困難な状況
において、町民一人ひとりの今後の居住意向は様々であ
る。このような状況を受け、富岡町の復興計画において
は、避難の長期化を見据えつつも、「帰還」の選択肢を
残した「第三の道」のあり方、町民に対する具体的な支

援の可能性を探っている。
４．２．調査の方法と概要
　筆者らは主に郡山市で開催されてきた富岡町災害復興
計画（第二次）検討委員会の会議にオブザーバーあるい
は外部委員として参加している。検討委員会は町民から
の公募委員30名と職員委員27名で構成され、平成27
年６月の復興計画策定に向けて、平成26年８月から翌
年２月にかけて計７回のワークショップ（以下、ＷＳ）
を行った。ＷＳではＫＪ法により町民の抱える問題や課
題の本質を捉える試みがなされている。本論文において
は、筆者らが参加した８月から12月の計４回のＷＳで
の検討内容を分析対象とし、住宅・生活再建プロセスの
あり方に関して検討する。
４．３．ワークショップの進め方と検討内容
　ＷＳでは「避難者として抱えている悩み、問題は何か」
というテーマで議論が展開され、「産業再生・創出」、「心
のつながり」、「生活支援」、「情報発信」の４部会に分か
れて課題の掘り下げが行われた。全体会においては、課
題の構造化を図り、長期と短期、両方の観点から課題の
重要度評価（表２）を行った。個人の生活再建の支援と
ともに、町の復興のあり方に関して様々な意見が確認さ
れた。また、富岡町に戻らないとしてもまちと何らかの

図 13　富岡町における避難指示と居住世帯割合

期的 （ 10 ）
　 き な く
　 年 の ン き 町の の
　 帰 環境 く の
　 基盤の
　 事 の
　 の わ の
　 い人 ち 住 まち く
　 町民 自 的 しくみ く
　 年 ・家族の 対 し 個 支援の
　 ど の 環境の

期的 （ 10 ）
　 年 ・家族の 対 し 個 支援の
　 住・帰 ・ ない の な の
　 の わ の
　 帰 ・帰 ない・ ない人それ れの個 対 の
　 事 の
　 の ートの
　 町の 場の の
　 住民の の富岡町 の
　 基盤の
　10 町民 自 的 しくみ く

避難 自 きない
バラバラ 避難し しま 、 れ、ま ま
 なくな しま
避難 くな 、それ れの 方 くな 県内避難、県外避難、
 の など 町民 のトラブ 、
住民 の ち く、それ く町 きれい しな れ 、
 町 くな い
富岡 住 なく 、 の な ふ 富岡

個人の の自 し しい

・
・

・

・

・
・

表２　富岡町ＷＳにおける課題の重要度評価の結果

表３　富岡町ＷＳにおける意見カードの例

（ ）避難 い 、避難 家族 住し、避難 生活

（ ）避難 い 、避難 、 の居住地 避難 地 居住

図12　遠隔地避難者の住宅・生活再建プロセスのシナリオの例
（凡例は図7と共通）
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形で関わりたいというニーズがあり、ふるさとに対する
強い愛着を持ち、まちとの関係が精神的な支えとなって
いる人がいることが確認された。
４．４．富岡町町民の抱える問題や課題
　ＷＳにおいて町民が記入した「意見カード」（計526
枚、表３に一部抜粋）を分析対象とし、物的環境・社会
的環境・精神的基盤の観点より、町民の抱える問題や課
題を整理した。意見カードでは、「住民に諦めの気持ち
が強く、（中略）町が無くなると焦っている。」、「避難先
にもとからあるコミュニティに自分から参加できない」、
「県内避難、県外避難、賠償での差などによる町民間の
トラブル、分裂」などの記述があり、町の復興と町民自
身の生活再建を別の地域で進めざるを得ない状況におい
て、「ふるさととのつながりの保持」、「避難元でのコミュ
ニティの維持」、「避難先でのコミュニティの形成」を行
うことの難しさが指摘されている。これらはいずれも、
事故の影響範囲や収束時期の予測が困難である原発事故
に特有の課題であると考えられ、避難生活の長期化に伴
い、さらに深刻化する恐れがある。
４．５．富岡町町民の住宅・生活再建プロセスのシナリ
オと課題の検討（図14）
　以上の検討を踏まえ、住宅・生活再建プロセスにおい
て避難元自治体との相互関係の中で住民が抱える課題と
しては、町の復興と自身の生活再建が別で進行する中で
の「ふるさととのつながりの保ち方」、また、「避難元で
のコミュニティの維持」、「避難先でのコミュニティの形
成」などが挙げられる。被災元自治体と住民との関係に
は多様なニーズがあり、帰還か移住かの二者択一ではな
く、長期的な観点から、個人の住宅・生活再建プロセス
に対する柔軟な支援が求められる。

５．結論 
　本研究においては、遠隔地の避難先での調査と避難元
の自治体の復興に向けたＷＳの調査、および、多様な住
宅・生活再建プロセスの整理とモデルの検討を通じて、
住宅・生活再建に伴い被災者が抱える問題の構造の一部
を明らかにした。具体的には、福島第一原発事故被災者
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別の地域で進行することに伴い困難な状況に陥っている
こと、また、判断材料の不足などから意思決定に困難を
伴い、住宅・生活再建の具体的な姿を描けない被災者が
存在することが改めて確認された。
　被災者が住宅・生活再建に向かう上では、短期的には、
再建プロセスの各フェーズにおいて居住の安定化を図る
ことが望ましい。また、長期的な再建に向けては、避難
者と避難元自治体との関係など、個々の事情・意向・状
況の変化に柔軟に対応することが可能なシナリオを描く
ための支援とシナリオを実現するための支援が必要であ
る。個人の住宅・生活再建が進むにつれ、住生活におけ
るニーズはますます多様化し、住情報についても、それ
ぞれの再建の段階やニーズに合わせた支援が求められ
る。情報の内容だけでなく、情報の伝達手段、また、支
援主体間の連携など、支援体制のあり方についても今後
さらに検討することが必要であると考えられる。

（ ）避難 家族 避難、ふ 愛着 ち、避難 、

　　し くし 住 識 き な 、家族 の居住地 生活

図 14　富岡町町民の住宅・生活再建プロセスのシナリオの例
（凡例は図 7と共通）

１. 研究の背景と目的 
小中学校のグラウンドを用地とする応急仮設住宅（以

下「学校仮設住宅」とする）の建設は、過去の災害時に

おいて、学校教育再開への足かせとなるなどの影響を鑑

み、消極的な建設用地の選択肢として位置付けられてい

る文 。しかし、 年 月 日に起きた東日本大震災

では、想定を大きく上回る被害により、応急仮設住宅の

建設用地が不足し、公立小中学校の校庭が利用される事

例が数多くみられた。加えて、応急仮設住宅団地の生活

は長期化の状況にあり、災害後の学校と団地住民の良好

な関係づくり（共存関係）は学校教育にとっても仮設団

地の住民をはじめとする地域住民の生活にとっても、大

きな意味や可能性を持つのではないかと考えられる。

既往研究を見ると、高橋ら文 、佐藤ら文 、古屋ら文

が、過去の震災における住宅供給・居住空間等の実態を

明らかにし、応急仮設住宅の立地・配分計画への配慮の

重要性を指摘している。学校仮設住宅に関しては、藤賀

ら文 が配置計画や仕様等の調査、関係者へのヒアリング

を行い、実態を明らかにしているが、共存のあり方に関

しては言及されていない。

そこで、本研究では今後の災害における想定外の事態

に備えて、学校仮設住宅の住民と学校の関わり方の現状

を調査し、教育の場そして生活の場の双方の観点から望

ましい共存関係とはどのようなものか、またそうしたあ

り方を支える環境のつくり方を空間的・人的条件の双方

から探ることを目的とする。

 
２. 調査の対象と方法 
本研究は、宮城県気仙沼市において、学校仮設住宅が

建設された公立小中学校全 校のうち、閉校となった浦

島小学校を除く 校を調査対象とした（図 ）。

まず、過去の震災における学校仮設住宅の実態につい

 
 

被災時における公立小中学校の校庭に建設された応急仮設住宅団地の 
実態と共存のあり方 

－東日本大震災における宮城県気仙沼市を事例として－ 
 

A Study on the Actual Situation and the Way of Coexistence of Public Elementary and  
Junior High Schools and Temporary Housing in the Schools Yard at the Time of the Disaster  

－Case Study of Kesennuma City, Miyagi Prefecture after the Great East Japan－ 
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On this research, we investigate the current condition of the relationship between residents and 
school at “the temporary housing in schoolyard” which is temporary housing constructed in 
schoolyard of the public elementary and junior high school, and consider desirable coexistent 
relationship from the point of view of education and life. And, the following become clear.  
1) At the temporary housing on schoolyard, the relationship between residents and school is 
affected by percentage of local people, the type of entrance and state of temporary fences.  
2) It should be considered about the plot plan in “the temporary housing in schoolyard” for 
satisfactory coexistent relationship and the way to use local resources in a disaster.  
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